
施策項目

番号 修正内容等

1 全体

本素案は、施策ごとの取組内容と次年度に向けた改善方針が簡潔に整理されており、北海道内の教育施策が着
実に推進されている様子がうかがえます。「総合評価を踏まえた次年度の取組」では、成果のみならず課題に
も目を向け、地域や学校の実情に応じた具体的な改善策が示されている点が評価できます。特に、家庭・地
域・関係機関との連携強化や、研修・支援体制の充実といった、持続可能な取組へとつながる工夫が盛り込ま
れている点は注目に値します。
今後は、こうした取組が学校現場にどのように定着していくかを見極めながら、丁寧に進めていく姿勢が求め
られます。また、地域や学校における先進的な好事例を積極的に共有し、全道展開を更に強化することで、よ
り多くの現場に波及効果をもたらすことが期待されます。

○単年度の評価結果だけでなく、計画期間５カ年の評価とするため、施策
評価調書の冒頭に「施策の方向性」と「前年度の取組状況」を記載し、施
策本来の目標と取組を振り返りながら継続的な視点で点検・評価を行って
おり、各施策に係る好事例・実践例については、引き続き、市町村教委や
学校現場へ共有してまいります。 －

2 評価方法

各施策に関する取組の成果や課題を、定量評価と定性評価の両面から示している点が特徴であり、施策の到達
度を分かりやすく可視化している点は高く評価できます。こうした構成により、全体の進捗状況を把握しやす
くなっており、説明責任の観点からも意義深い取組といえます。
一方で、多くの施策においては、実施件数や参加人数などの量的な成果に比重が置かれている印象が強く、教
育活動の本質的な成果である児童生徒や教職員の意識・行動の変容が十分に捉えられていない懸念がありま
す。今後は、こうした質的な変化にも着目し、それを適切に把握できる評価手法の導入が求められます。

○各施策項目において、引き続き適切な点検・評価に努めるとともに、今
後は、量的な成果のみならず、既存アンケート調査を可能な限り活用する
など、児童生徒や教職員の意識・行動の変容を捉えられるよう、引き続き
より効果的な評価指標の導入について、検討してまいります。

－

3 評価方法

本道においては急速な人口減少が進み，それに伴い学校数も減少しています。そういった情勢において，定量
評価の指標が「～の回数」「～の利用者数」といった人口の変動と因果関係のある状態のままで測定すること
は状況の正確な把握，事業の判定に支障があるものと考えます。
　具体的には，
施策項目19　地域と学校の連携・協働の推進
地域学校協働活動推進員等を対象とした研修の参加者数（人）

施策項目20
道立青少年体験活動支援施設の利用者数(万人)
公立図書館の来館者数(万人)

が該当します。

○地域学校協働活動推進員等は、未配置の市町村もまだあり、さらなる体
制の拡充、人材の質の向上が重要と考え、設定したものです。

○道立青少年体験活動支援施設は、本道の体験活動を核とした幅広い世代
のための生涯学習の推進拠点として、利用者数を増やすことが重要と考
え、設定したものです。

○図書館（室）は道内の全市町村にありますが、書店がない市町村が増え
てきており、図書館未利用者の来館促進が重要と考え、設定したもので
す。

－

4 評価方法

本道においては急速な人口減少が進み，それに伴い学校数も減少しています。そういった情勢において，定量
評価の指標が「～の回数」「～の利用者数」といった人口の変動と因果関係のある状態のままで測定すること
は状況の正確な把握、事業の判定に支障があるものと考えます。
　具体的には，
施策項目2　幼児教育の充実
「北海道子ども読書応援団」に登録している読書ボランティアが実施する読み聞かせの回数（回）」
が該当します。

・本道のどの地域においても、読み聞かせ会等に参加できる機会を一定数
設けることが重要と考えて設定したものです。

－

5
1　ＳＤＧｓ・ＥＳＤの推
進

多くの学校で主体的な取組が展開されており、研修の実施や地域との連携機会が一定程度確保されている点は
評価に値します。特に、先進的な学校における探究的な学びの実践や、地域資源を活用した授業の取組は、今
後のモデルとなる意義深い事例といえるでしょう。今後は、好事例の具体的な共有や学校間ネットワークの構
築、指導資料の充実などを通じて、実践が一過性に終わらず、各地域で根づいていく仕組みづくりが求められ
ます。学びの本質に根ざしたSDGs・ESD教育が全道に広く浸透していくよう、次年度の取組が丁寧に展開される
ことを強く望みます。

○令和７年度から実施する「BRIDGE構築事業」において、学習の基盤とな
る資質・能力や探究活動を実社会での価値創造に結び付ける力の育成に努
めてまいります。

○今後も全道の小・中学校が、地域資源を活用した授業の取組を推進して
いけるよう、北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業において、実践事
例交流会やテーマ別学習会の実施、実践事例のWebページでの掲載等を通じ
て、効果的な取組を普及してまいります。

6
1　ＳＤＧｓ・ＥＳＤの推
進

34ページ、取組の柱(３)の取組の実績【D】の２段目に記載の文章の中で、10行目の(　)内の昨年度との会場数
の比較が(R5:2→R5:3)となっていますが、(R5:2→R6:3)なのではないでしょうか。

○訂正します。
記載内容の確認に努めます。

○取組の柱(３)の取組の実績【D】
(R5:2→R5:3)を(R5:2→R6:3)に修正します。

7
1　ＳＤＧｓ・ＥＳＤの推
進

３　定性評価　（２）②
　進捗状況②ー２で、「太陽光発電整備事業実施数は着実に増加している」とありますが、どの程度増加して
いるのでしょうか。

○太陽光発電事業実施校数
・R5:2校
　　名寄市智恵文中
　　中富良野町義務教育学校(1期目)
・R6:1校
　　中富良野町義務教育学校(2期目)

○複数年にかけて実施する事業については、実施する年度ごとに事業数を
計上しており、事業を実施した学校数の増加を意図しています。

○【取組の実績(D)】
②-2 市町村に対し、学校施設の脱炭素化のための国の支援制度
の情報提供の実施
　エコスクール・プラス認定校(H29～)
　　R5:1校(累計21校)　→　R6:3校(累計24校)
　太陽光発電事業実施校数(H22～)
　　R5:2校(累計236校)　→　R6:1校(累計236校)

【進捗状況】
②-2 太陽光発電整備事業実施数は着実に増加している。を削除
します。

別紙 北海道教育推進会議（書面開催６／９）における委員意見について

№ 委　員　意　見 担当課の回答
施策評価調書への反映

資料　１
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別紙 北海道教育推進会議（書面開催６／９）における委員意見について

№ 委　員　意　見 担当課の回答
施策評価調書への反映

資料　１

8 2　幼児教育の充実

保育者・教職員に対する研修の実施など、幼児期の学びの質向上に向けた取組が継続的に行われている点は評
価できます。
今後は、接続期における実践事例を積極的に共有し、保育所・幼稚園・認定こども園と小学校の連携をより実
質的なものにしていく必要があります。また、保育の質の向上に向けた保育者の学びを継続的に支援する仕組
みづくりや、家庭との協働を深める取組も一層重要となります。こうした優れた実践を全道に広げながら、す
べての子どもに豊かな幼児教育が保障される環境づくりを期待します。

○御指摘のとおり、幼小連携・接続の充実や保育者の資質・能力の向上等
は幼児教育の充実において重要なものであることから、これまでも４つの
取組の柱として掲げてきたところです。

○今後とも、道内の全ての幼児教育施設及び家庭・地域において質の高い
教育を提供できるよう努めてまいります。

－

9 2　幼児教育の充実

・少子化やいじめ・不登校の増加など子どもたちが置かれている現状及び予測が難しいこれからの社会の中
で、幼児教育並びに幼小連携の充実については、今後重要性が増してくるテーマであると考えます。
　したがって、「幼少の接続を見通した教育課程の編成・実施（スタートカリキュラム、幼保小の架け橋期プ
ログラム）が行われている市町村」のさらなる増加や、関係部局、機関、団体等による協議会の設置、そして
何よりも現場の幼保の保育士と小学校の先生方が交流を持つ場の設置が必要と思います。
　そのための次年度の取組として、実践事例や「北海道版幼児教育スタートプログラム」の全道周知などとあ
りますので、子どもたちの学びの最先端にいる現場の先生方に積極的な情報提供、指導助言となるよう取組の
充実をお願いします。

○御意見のとおり、幼児教育並びに幼小連携・接続の充実は、子どもたち
の人格形成や学びや生活の基盤を培う重要なものであることから、取組の
柱（１）や（３）にあるように、北海道版幼児教育スタートプログラム事
業の実施や実践事例の周知、管内幼児教育振興ネットワーク会議による関
係機関等との連携強化などに取り組んできたところです。

○今後とも、こうした取組を通して、全道の幼児教育の振興を図ってまい
ります。

－

10
3　新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成
（小・中）

家庭での学習習慣の定着に向けた取組が、クラウドサービスを活用し、進んでいるとの記載がありましたが、
どのようなものを利用し、どういった利用の仕方をしているのか、具体的に教えていただきたいです。次年度
の取組にもクラウドサービスを活用し児童生徒の主体的な学びに向かうことができる授業改善の推進を図ると
の記載がありましたので、具体的にどのようなものを指しているのか気になりました。

○日常的な学習習慣の定着に向けては、ＡＩドリルを活用し、児童生徒一
人一人の学習状況に応じた問題に取り組めるようにしている学校や、スケ
ジュール管理アプリを使って、家庭学習の計画や実施状況を可視化する取
組を進めている学校が見られます。

○授業では、授業支援アプリなどのクラウドサービスを活用し、児童生徒
が課題の提出やグループでの意見交流、学習の振り返りなどの学習履歴を
蓄積し、可視化できるようにしている取組が見られており、こうした取組
を通じて、「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を図って
います。

○【５　次年度の取組】
取組の柱（４）の文末に例示として
「AIドリルの活用による家庭学習やスケジュール管理アプリの活
用による学習履歴の可視化など」と追記します。

11
3　新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成
（小・中）

　総合評価が「やや遅れている」となっている主な原因として、定量評価、定性評価ともに取組の柱（３）ICT
環境を適切に活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実にあるととらえることができます。
　定性評価の進捗状況には「推進教員による指導助言等によりICTを活用した授業改善が進んでいるが、『個別
最適な学び』と『協働的な学び』の充実につながっていない。」とあります。しかし、次年度の取組には「1人
1台端末やクラウドサービス等を活用した児童生徒の主体的な学びに向かうことができる授業改善等の推進を図
る。」となっております。この2つのことから、授業改善は進んでおり、さらに次年度も授業改善を図っていく
と読み取れますが、そのことが、課題となっている『個別最適な学び』と『協働的な学び』の充実につなが
り、総合評価の「やや遅れている」点が解消されていくのかについては、もう少し説明があってもよろしいか
もしれません。（解消策が見えづらいため）

○ＩＣＴを活用して、児童生徒が主体的に学びに向かう授業改善を図るこ
とにより、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実が図ら
れると考えており、「新しいかたちの学びの授業力向上推進事業」におい
て、推進教員が学校を巡回し、児童生徒が学習の記録をクラウド上に保存
して、自分の学びを振り返る活動や、他者との考えを共有し、自らの学び
をつくる活動など、様々な場面でＩＣＴの活用を推進する取組を進めてい
るところであり、引き続き、ＩＣＴを効果的に活用した授業改善の充実に
努めてまいります。

○【５　次年度の取組】
「１人１台端末やクラウドサービス等を活用し、児童生徒が自ら
の学習状況を振り返って学習を調整したり、他者と考えを共有し
てよりよい学びを生み出したりすることなどを通じて、主体的な
学びに向かうことができるよう授業改善等の推進を図る。」に修
正します。

12
3　新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成
（小・中）

・定量評価において、「PDCAサイクルを確立しているか」に対して「よくしている」と回答した小学校の実績
値が若干減少したことと、「授業以外、1日当たり１時間以上勉強する」と回答した小６、中３の割合がなかな
か増えないことについて、要因などの分析が必要なのではないでしょうか。
・同様に、取組の柱（３）ICT環境を適切に活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実、において
も、進捗状況が『ICTを活用した授業改善は進んでいるが、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実には
つながっていない』とあり、なぜなのか原因を分析していくことが必要なのではないでしょうか。
・『主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善』や『ICT環境を適切に活用した「個別最適な学び」と
「協働的な学び」の充実』は、やはり子どもたちの学びを支える現場の教員の実践的指導力のスキルアップが
重要で、そのための研修活動を校長のリーダーシップのもと計画的・組織的に行っていくことが大切と考えま
す。

○小学校の実績値が0.5ポイント減少した要因は把握していないものの、目
標値に比べて大きな差があることは、課題と捉えており、今後、要因など
の分析を進めてまいります。

○授業以外の勉強時間が増えていないことについては、児童生徒のゲー
ム、ＳＮＳや動画視聴などの時間が、全国平均と比べて長いことが、要因
の一つとして考えられます。

○「個別最適な学び」や「協働的な学び」には十分につながっていない状
況については、ＩＣＴを活用した授業改善に取り組もうとしている学校は
増えていますが、ＩＣＴの活用自体が目的化している実践や、教員のＩＣ
Ｔ活用指導力に差が見られ、十分な成果に繋がっていない状況です。引き
続き、ＥＢＥ(Evidence Based Education)協議会を開催し、管理職等で組
織的な授業改善に向けた協議を行うなど、ICT環境を適切に活用した「個別
最適な学び」や「協働的な学び」の充実に向けた研修に取り組んでまいり
ます。

－
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別紙 北海道教育推進会議（書面開催６／９）における委員意見について
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資料　１

13
4　新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成
（高）

５(1)CBA調査というのは、CBA学力テストのことでしょうか。そうであれば、道教委のウェブサイトの記載と同
じCBA学力テストに揃えられたほうがわかりやすいように思います。

○CBA調査とは、CBA学力テストと同義であり、また、学習状況調査におい
ても分析データの１つであることから次のとおり表現を修正します。
高校におけるCBA調査
　→高校における学習状況等調査、CBA学力テスト

○該当箇所を訂正します。
　１　前年度の状況  取組の柱（１）
  ５　次年度の取組　取組の柱（１）

14
4　新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成
（高）

３　定性評価　（１）①
　令和６年度の主な取組で、「１２年間を見通した検証改善サイクル」とありますが、どのようなことをイ
メージしているのでしょうか。
　また、進捗状況で、「各学校において授業改善に関する取組が進んでいる」とありますが、根拠となるもの
はあるのでしょうか。

○資質能力の系統性や学びの連続性を各学校が意識してPDCAサイクルを充
実させるため、小中高を一体的に捉えた児童生徒の学力や学習状況を踏ま
えたエビデンスに基づく学力向上の施策を推進する必要があると考えてお
り、EBE（Evidence Based　Education）協議会を開催し、小中高の管理職
等で組織的な授業改善等に向けた協議を実施してきているところです。

○近隣小中学校と教育課程に関する共通の取組を行ったとした学校の割
合、中学校と高校との円滑な接続の観点を踏まえた教育課程を編成してい
る割合が増加しており、引き続き、検証改善サイクルの充実に向けた取組
に努めてまいります。

－

15
4　新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成
（高）

2　定量評価　「総合的な探究の時間において、対外的な成果発表の機会を設定している学校の割合」
　分析で「言語能力、情報活用能力等の育成により、新たな探究に向かう生徒の意欲が向上している」とあり
ますが、意欲の向上が見られる根拠はあるのでしょうか。

○昨年度実施した「S-TEAM教育推進事業」における「探究チャレンジプロ
ジェクト」及び「社会との共創推進プロジェクト」に参加した生徒（605
人）へのアンケート「今回の一連の探究的な学習に取り組んで、新たな興
味・関心や疑問が生じ、今後、さらに探究してみたいと思う。」につい
て、肯定的な回答が96.1％となっており、R5よりも１ポイント以上上昇し
ています。

○言語能力等の育成と新たな探究に向かう生徒の意欲の向上に因
果関係があるように読み取れてしまうことから、「言語能力、情
報活用能力等の伸長や、新たな探究に向かう生徒の意欲が向上し
ている。」に修正します。

16 5　特別支援教育の推進

48ページの（４）全ての教員の特別支援教育に関する専門性の向上の②の取組実績の②ー４に記載のある特別
支援教育充実セミナーの実施が１４会場から半分の７会場に減ってしまったのは何か理由があるのでしょう
か。とても残念です。

○オンライン開催の利点を生かし、他地域の参加者同士が意見交換できる
よう、２管内合同の７会場による実施に変更しました。

○７会場での実施のほか、全道版セミナーの参加対象を広げるなど、今後
も取組の充実に努めます。

○取組の実績【Ｄ】
②ｰ４の記載に管内合同開催であることを追記します。

17 5　特別支援教育の推進

・定量評価の一つ目にある「個別の教育支援計画」の作成状況について、作成の割合は若干増加しています
が、目標値からは大きく下回っており、改善を要する重要な課題と考えます。昨年度もこの点については各委
員から意見が出されていたことであり、教育局SVと連携した取組を継続するとのことですが、切れ目のない一
貫した指導や支援の充実のためにも、より実効的な改善策が必要と思います。例えば、個別の教育支援計画の
内容（様式）を見直し簡素化する、記入しやすい形式にする、など作成者の負担軽減も考えなければならない
と思います。

○個別の教育支援計画の作成・活用に向けたリーフレットを用いて、各学
校に対して、活用による効果のほか、記入に際しての詳細な助言等を行う
など、作成者の負担感の軽減につながるより実効性のある取組の充実に努
めます。

○【次年度の取組【Ａ】】取組の柱(１)に、取組の具体を次のと
おり追記します。
　「教員向けのリーフレットを活用しながら、各学校に対して、
計画の活用による効果のほか、記入時の留意点に関する具体的な
助言を行うなど、作成者の負担感の軽減につながるより実効性の
ある取組の充実に努める。」を追記します。

18 5　特別支援教育の推進

取組の実績【D】の欄の数字等について、
・47ページ、取組の柱(3)の１段目３行目、(1,280名申込→全道６会場1,520名申込)は「全道」の前に「R6:」
が抜けているのではないでしょうか。
・48ページ、取組の柱(4)の2段目3行目、(R5:2,056名→R6:年3回、1,633名参加、R5に回数の記載は必要ないの
でしょうか。1,633名参加の後の　）も抜けています。

○訂正します。
記載内容の確認に努めます。

○該当箇所を訂正します。

19 6　ＳＴＥＡＭ教育の推進

50ページの（２）の②の進捗状況に、令和７年度以降、全教員を対象とした資質・能力の向上を目的とした取
組を実施するとのことで、とても良い取組だと思いますが、具体的にどのような取組を検討されているので
しょうか。

○令和７年度から実施する「BRIDGE構築事業」において、大学の教員等を
講師として生徒の探究活動を伴走支援する際に必要な資質・能力の向上に
資する講習を実施します。同時双方向のオンライン講習を実施し、その内
容をオンデマンド化して、全教員が講習に参加できるようにします。

○大学の教員等を講師とした講習など、取組の具体が分かるよう
に修正します。

20 6　ＳＴＥＡＭ教育の推進

３　定性評価　（１）①
　分析で、「５年間で見た場合」とありますが、５年間の比較はどのようになっているのでしょうか。

○令和５年度から９年度までの計画期間５年間の中で比較しており、教科
等横断的な学習等の教員の理解について、アンケート結果では肯定的回答
をした割合が、令和５年度で97.8％、令和６年度で98.9％となっており、
進捗が見られます。

○「取組の実績【Ｄ】」及び「取組の成果と課題【Ｃ】」に教育
課程改善協議会のアンケート結果を記載します。

21 6　ＳＴＥＡＭ教育の推進

２　定量評価　「地域や実社会での問題発見や解決につなげる教科等横断的な取組をしている高校の割合」
　進捗状況で、「実社会や実生活における諸問題の解決につながるような探究活動の在り方を工夫する必要が
ある」とありますが、どのような実態を踏まえているのでしょうか。

○事業評価者から、「地域の声を聞く機会をつくるなどして、課題解決ポ
イントを明確にする必要がある」、「探究活動が、課題の解決にどの程度
つながったのかを検証する必要がある」などの意見が寄せられており、こ
れまでにも増して、実社会や実生活における諸問題の解決につながるよう
な探究活動のあり方を工夫することが必要と考えております。

○令和７年度から実施する「BRIDGE構築事業」において、学習の基盤とな
る資質・能力や探究活動を実社会での価値創造に結び付ける力の育成に努
めてまいります。

－

22 7　キャリア教育の充実

所管が、高校教育課ということは、高校教育の視点で評価の重点がおかれているように感じました。キャリア
パスポートが小学校から積み重なっていくと考えると、小学校教育でのキャリア教育の機会の促進を求めた
い。（余談ですが、今年度、社会教育士として小学校のキャリア教育事業でソクラテスミーティングのコー
ディネートを進めているところです。）

○小・中学校のキャリア教育については、特別活動を要としつつ各教科等
の特質に応じて指導しており、今後、学校教育指導訪問において各小学校
の実態を踏まえて、当該校のキャリア教育が一層充実するよう働きかけて
まいります。

－



施策項目

番号 修正内容等

別紙 北海道教育推進会議（書面開催６／９）における委員意見について

№ 委　員　意　見 担当課の回答
施策評価調書への反映

資料　１

23 7　キャリア教育の充実

施策の方向性（要約）の1番目に「社会的・職業的自立に向け、児童生徒一人ひとりのキャリア形成を育むため
に、キャリアパスポートを活用する等、児童生徒自身の変容や成長の自己評価を促すキャリア教育を実践す
る」とあるが、果たしてどのくらいの学校でキャリアパスポートを作成し、それに基づいたキャリア教育を実
践しているのだろう？？（ここに時間を割く学校は少ないはず・・・）取組の柱（１）にもキャリアパスポー
ト等を活用したキャリア教育の推進とあるが、これについてもどうも怪しい…高校生は卒業までにインターン
シップ等のキャリア教育に資する体験的な学習活動を経験することで進路希望が増え、進路希望を設定できな
い生徒が減少の見込みとあるが、果たして本当にそうであろうか？キャリア教育に関しては高校生から始める
ではかなり遅れており、もっと早い段階で「仕事」「働く人の姿」を見せる、知らせる必要があると思う。小
学生・中学生からのどこかでキャリア教育に取り組み、キャリアパスポートを作成させることも重要だろう。
それは子どもたちの「夢を育む」ことにもなる。【アントレプレーシップ】本州ではこれをキャリア教育の一
環で取り入れているところもある。今後、子どもたちに夢と希望を与えるキャリア教育を考えて取り組んでは
いかがかと思う。

○小・中学校のキャリア教育については、特別活動を要としつつ各教科等
の特質に応じて指導しております。また、キャリアパスポートについて
は、全ての公立小学校、中学校及び高等学校において活用しています。今
後も継続して、学校教育指導等を通じ、キャリア・パスポート等を活用し
たキャリア教育の充実に向けた指導助言します。

○インターンシップについては、道立高等学校の99.5％で実施しており、
令和５年度に実施した就業状況調査では、「早期離職を防ぐために高校で
取り組むことが大切だと思うもの」として高卒の就業者が、「受験前に職
場見学に行くこと」、「就職に対する意識を早く高めさせること」に次い
で、「インターンシップ等の体験活動を重視した指導を行うこと」と回答
しています。

○また、指標「高校卒業の時点において進路希望を設定できていない生徒
数」については、減少傾向にあり、令和５年度の結果では目標値を下回っ
ていることから、インターンシップの充実と早期離職や本指標等の傾向を
見極めながら、今後の指導助言の工夫を図ってまいります。

－

24 7　キャリア教育の充実

２　定量評価　「高校卒業の時点において、進路希望を設定できていない生徒数」
　進捗率で、「１２０．４」とありますが、どのような計算式でしょうか。

○減少することを目標とする施策の進捗率については、道の「北海道総合
計画」に係る評価「基本評価調書」の評価方法に準じ、（実績値/目標値＊
100）の逆数により算出します。

○減少することを目標とする施策項目④の進捗率について修正す
る。
１／（実績値/目標値）＊100
＝目標値／実績値＊100
27／16＊100＝168.8％

25 8　体力・運動能力の向上
取組の実績【D】の欄の数字等について、
・56ページ、取組の柱(2)の4段目６行目(R6:23,541)、「名」が抜けているのではないでしょうか。

○訂正します。
記載内容の確認に努めます。

○該当箇所を訂正します。

26 10　道徳教育の充実

１　施策の状況ー道徳教育の充実について取組の柱（１）の中に「教員の指導力向上に関する研修や教職員研
修計画を踏まえた各基本研修を実施」とあるが、道徳教育を指導する教員のスキルが未熟で授業にならないと
聞いたことがある。教員本人も自身も「道徳教育を受けたことがなく、どうやって教えるべきかわからない」
というのである。先ずは、教員全員が道徳教育の指導を受けるべきではないかと思う。研修を必修にすべきで
はないか？
２　定量評価－指標「自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合（％）（小）と（中）だが評価は４点
と良い結果となっている。しかし果たしてそれが「自己肯定感」の向上につながったと判断しても良いのか？
と思う。自分によいところがあると思うと同時に他者のよいところも認め、他者も肯定することで初めて自己
肯定感も高まるのではないか？と思う。また、それがいじめ等の行為から遠ざけることになると思う。質問の
項目にはすでに書かれているのなら必要ないが、自分によいところがあると思うと同時に友達のよいところも
見つけられるか？という項目があるとよいと思った。

○道徳教育に係る教員研修については、法定研修の初任段階教員研修にお
いて、指導内容等について指導の充実を図っているほか、義務教育課の事
業「よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育の推進事業」において、
各管内の小・中学校の道徳教育推進教師を対象に、管内の実態を踏まえた
道徳教育の充実を図っております。

○自己肯定感に係る定量評価の指標「自分にはよいところがあると思う」
については、全国学力・学習状況調査児童生徒質問調査における自己肯定
感に係る設問及び結果を反映しており、全国との比較や、経年変化の把握
ができる客観的な指標として今後も道内の児童生徒の自己肯定感の状況を
把握できるものと考えております。なお、「友達のよいところも見つけら
れるか？」という設問については、全国学力・学習状況調査になく、全国
との比較等ができないことから、引き続き、全国学力・学習状況調査に示
されている設問を指標として活用してまいります。

－

27 12　グローバル人材の育成

２　定量評価　「高校卒業段階で英検準２級以上を取得又は英検準２級以上の英語力を有すると思われる生徒
の割合」
　基準値は、「４４．１」とありますが、３定性評価（２）２では「４６．５」となっています。

○基準値４４．１はＲ３の割合であり、定性評価の４６．５はＲ４の割合
となっています。

－



施策項目

番号 修正内容等

別紙 北海道教育推進会議（書面開催６／９）における委員意見について

№ 委　員　意　見 担当課の回答
施策評価調書への反映

資料　１

28 13　ＩＣＴの活用推進

71ページの取組の柱（１）の④⑤あたりに関係するのですが、ネットトラブルや児童生徒が端末を利用する上
でのルールなど、家庭や保護者にもしっかりと理解してもらい、家庭でも話し合ったり情報共有が必要と感じ
ています。ただ資料を配布などだけでなく、全校できちんと子供達への説明や授業で取り上げるなどし、保護
者の方向けへの説明会や懇談会での議題にするなどして、全員に徹底されるようにしていただきたいと思いま
す。

○児童生徒をネットトラブルから守るためには、児童生徒が自らリスクマ
ネジメントできる資質能力の育成のほか、フィルタリングの設定など家庭
における取組に関する保護者の理解が重要と考えています。

○全ての管内で保護者を対象としたネットトラブルに関する学習会のほ
か、ＰＴＡ連合会役員との懇談会における情報の共有など、引き続き、家
庭や保護者の役割の理解に努めてまいります。

－

29 13　ＩＣＴの活用推進

３　定性評価　（１）①
　令和６年度の取組で「１２年間を見通した情報活用能力」とありますが、どのようなことをイメージしてい
るのでしょうか。

○国が作成した各学校種段階において身に付けさせるべき「情報活用能力
の体系表例」を基に、小学校低学年から高等学校までの段階ごとに想定さ
れる学習内容や学習活動例を示した「学習活動の視点から見た情報活用能
力一覧（参考例）」を作成・周知しており、小・中、中・高の学校種間で
円滑な接続を図りながら、12年間を見通した指導が行われるよう取り組ん
でいるところです。

－

30 13　ＩＣＴの活用推進

２　定量評価
　令和５年度の実績値が基準値より下回っている項目がありますが、どのように捉えているのでしょうか。

○御指摘いただいた令和５年度の実績値については、データの読み間違い
により、誤った数値を記載しておりました。正しい令和５年度の実績値
は、「91.2」であり、このことにより、令和５年度の実績値は基準値を上
回るものの、目標値の達成に向けて、今後も、教員のICT活用指導力の向上
に向けた研修の充実を図るとともに、ポータルサイト等において授業にお
けるICT活用に関する取組事例や学習コンテンツ等の情報発信を強化するな
ど、ICTの活用推進に努めてまいります。

－

31
14　いじめ防止の取組の充
実

(3)【D】①スクールカウンセラーによるカウンセリング件数、保護者援助、教職員へのコンサルテーションの
件数について、3月末把握された回数を次回教示していただけるようお願いします。

○令和６年度のスクールカウンセラーによるカウンセリング件数は7,131
件、保護者援助は2,832件、教職員へのコンサルテーションは6,150件で
す。

○(3)D①-1スクールカウンセラーによるカウンセリング回数、ス
クールソーシャルワーカー派遣回数、
①-2子ども相談支援センターによる電話相談の相談件数、①-3Ｓ
ＮＳを活用した相談事業の実施件数を修正します。

32
14　いじめ防止の取組の充
実

(3)C①「取組の成果と課題」「相談の質を高める必要がある」について、マイナスの響きが感じられ、かえっ
て相談することに不安を覚える方もいるのではないかと思いました。「進捗状況」の記載と合わせた形で、そ
の部分をたとえば「関係機関と連携して対応する取組が必要である」のようにされてはいかがかと思います。
ご検討お願いいたします。

○御指摘のとおり、進捗状況の表記を修正します。 ○進捗状況欄に、御指摘いただいた内容を反映します。

33
14　いじめ防止の取組の充
実

「前年度の状況」取組の柱(2)の1つめの・のところ。この部分だけ「必要な指導助言を実施。」と「句点」が
ついています。他の箇所と統一されたほうが見やすいと思いました。

○御指摘のとおり、表記を統一します。 ○表記の統一を図るため、句点を削除します。

34
14　いじめ防止の取組の充
実

施策項目14「いじめ防止の取組の充実」では、全道的に学校いじめ防止基本方針の点検・見直しや教職員研修
の実施など、制度的な整備が進められており、いじめ問題への組織的対応が強化されている点は評価できま
す。
引き続き、子供たちの小さなサインを見逃さない教職員の観察力と対応力を育むために、現場での実践を共有
し合える継続的な学びの場が必要です。また、学校全体でいじめを防ぐ風土を育てていく仕組みづくりを継続
的に行っていくことも重要です。すべての子どもが安心して通える学校づくりに向けて、実効性ある次年度の
取組が丁寧に進められることを期待します。

○御指摘のとおり、すべての子どもが安心して通える学校づくりが大切で
あることから、子どもが主体的に取り組むいじめの未然防止の取組の充実
を図るため、今年度、いじめ未然防止教育プログラムを作成し、各学校に
周知するとともに、その実践成果等の普及などに取り組む予定です。

－

35
14　いじめ防止の取組の充
実

・定性評価の取組の柱(2)、取組の成果と課題【C】の1段目に、「いじめの重大事態の発生件数が増加傾向にあ
り、・・・」とありますが、2号事案（いじめが原因で相当期間欠席を余儀なくされている）が増えているので
しょうか。いじめが原因の長期欠席を生まないためには、被害を受けた児童生徒本人及び保護者との初動の対
応が極めて重要と考えます。そのためには、次の文章にある通り、「いじめを重大事態化させないための組織
的な取組」を管理職のリーダーシップのもと丁寧に粘り強く行っていくことが大切だと思います。

○２号事案は増加傾向です。御指摘のとおり、いじめが原因の長期欠席を
生まないためには、初動の対応が重要であり、校長がリーダーシップを発
揮し、学校いじめ対策組織を活用しつつ、各教職員が適切に役割分担を行
い、連携して対応することが求められることから、各道立学校の学校いじ
め対策組織の取組状況を把握し、不適切な対応については、指導助言に努
めているところです。

－

36
14　いじめ防止の取組の充
実

２　定量評価　「いじめの認知件数のうち、解決している者の割合」
　実績値が基準値より下がっていることをどのように捉えているのでしょうか。

○解消の割合が基準値より低い要因については、学校いじめ対策組織等に
よる組織的な対応を行った結果、いじめが一定数解消できていると考えら
れる一方、SNS上のいじめなどの見えづらく解消が確認しにくい事案の増加
や、安易にいじめを解消したとせず丁寧に取り組んでいると捉えていま
す。

○分析欄に、左記の内容を追記します。

37
15　不登校児童生徒への支
援の充実

教育支援センターの活用や関係機関との連携、相談体制の整備など、支援体制の充実が進められており、不登
校の深刻化を防ぐための取組として評価できます。一方で、より重視すべきは、子どもを不登校に「させな
い」ための未然予防の教育であり、その視点を一層強化する必要があります。今後は、未然予防に効果的な実
践を行っている先進事例を収集し、その知見を広く普及・共有していく取組の推進が望まれます。

○御指摘のとおり、道教委では、不登校の未然防止の取組が重要であると
考えており、全ての児童生徒が安全・安心に学べる場としての魅力ある学
校づくりを推進しており、特に、学校の風土を把握し、結果を踏まえ、み
んなが活躍でき、分かる授業づくりや教科の指導と生徒指導の一体化の取
組などについて、今後も継続して各学校に働きかけてまいります。

－

38
15　不登校児童生徒への支
援の充実

・「児童生徒理解・支援シート」の作成と活用は、不登校の増加を防ぐ有効な手立てになると考えます。不登
校児童生徒は、学年が上がるにつれて増えていく傾向にあります。このシートを活用して、低学年の段階から
情報を共有し組織的に見守っていく、小中連携・小中一貫の9年間を通してシートを引き継ぎ改善を図ってい
く、ということが不登校にさせない重要な取組にもなっていくのではないかと思います。

○御指摘のとおり、「児童生徒理解・支援シート」を活用した切れ目のな
い引継ぎは、不登校の未然防止や早期対応において重要であります。特
に、欠席が30日に満たない不登校傾向の児童生徒についても、本シートを
作成・活用し、きめ細かな支援を行うよう、各学校に働きかけてまいりま
す。

－



施策項目

番号 修正内容等

別紙 北海道教育推進会議（書面開催６／９）における委員意見について

№ 委　員　意　見 担当課の回答
施策評価調書への反映

資料　１

39
16　教員の養成・採用・研
修の一体的な改革の推進

　教員不足が深刻となる中、道教委や各教育局などでは、教員の養成・採用・研修を一体的に行うために積極
的に取り組んでいることがわかり、非常にありがたく思っております。その中で、期限付教員希望者（ペー
パーティーチャー）も数多く採用され、人手不足の解消に貢献してくれています。しかし、初任者と同様に経
験がない（少ない）にも関わらず、研修を受ける機会が少ないという現状となっております。人材確保と人材
育成を一体的に行っていくためには、このような方々への研修機会の確保と対話に基づく受講奨励等を、学校
現場と一緒になって行っていただく必要があると感じております。

○ 御意見のとおり、教員経験がない期限付教員についても資質能力の向上
は重要であると考えております。道教委では、期限付教員の研修講座の受
講を可能な限り受け入れることとしており、学校においても対話に基づく
受講奨励を行っているところです。引き続き学校現場と連携して研修機会
の確保と対話に基づく受講奨励等に努めてまいります。

－

40
16　教員の養成・採用・研
修の一体的な改革の推進

定年延長による教員数の確保は定数枠を満たす上では有効なものであるが，従前においては退職していた年齢
層が教育に携わることへの支援が必要と考える。
　具体的には，教員数の確保には反するが，自動車の運転免許証と同様に高齢者講習的な位置づけの研修兼検
査があるとよい。最新の教育情勢，指導方法の変化への対応，ICTの活用，生徒指導提要の理解，さらには，道
教委が示す「こどもまんなか」の理念の理解といった内容が必要と考える。

○道教委では、学校管理職を含む教職員一人一人が主体的に個別最適な学
びに取り組めるよう、多様な研修テーマや研修講座を提供していますが、
役職定年を迎える者に向けた研修等の在り方について検討してまいりま
す。

－

41 17　働き方改革の推進

取組の柱（１）の④教員業務支援員を活用した業務の負担軽減については、その効果が高いことから配置を希
望する学校が多いのが現状です。支援員の配置拡大を検討すると記載されていることから、学校規模によらず
希望する全ての学校に配置することができるよう、取組の拡大をお願いしたいところです。

※取組の柱（１）の教育業務支援員の欄で、（P）の欄は④ですが（D)、（C)、進捗状況のところは③となって
います。確認してみてください。

○教員業務支援員の活用は、教職員の業務負担軽減に効果が見られ、多く
の学校から配置を求める声が寄せられていることを認識しています。こう
した状況を踏まえ、支援員の配置拡大は今後の重要な取り組みと位置づけ
ています。

○教員が子供たちと向き合う時間を十分に確保するため、希望する全ての
学校に配置できるよう、配置経費を全額国庫負担とするなど、財政措置の
一層の拡充について、国に強く要望してまいります。

○※にあるご指摘について、修正します。

42 17　働き方改革の推進

３　定性評価　（４）②
　学校では様々な課題が発生します。中には、法令に関する専門的な見地からのアドバイスを必要とする場合
があり、近年、増加しているように思います。ぜひ、充実させていただきたいと考えています。

○ご指摘のとおり、学校現場では多様な課題が発生しており、法令に関す
る専門的な見地からの助言がますます重要になってきています。そうした
ニーズに的確に応えられるよう、今後、事例毎の相談のポイントを整理し
たリーフレットを作成するなど、学校がより相談しやすい環境を整備し、
制度の一層の充実を図ってまいります。

－

43 17　働き方改革の推進

87ページの取組柱（４）の①についてですが、過重労働の教職員と産業医との面接指導が十分に実施されてい
ないとの記載が非常に気になります。
まず、面接となる対象者の基準はどうなっていますでしょうか？一定の時間以上の方が対象となる場合、管理
職が把握して、面接指導を受けさせるということなのでしょうか？基準があいまいだったり、運用の流れや体
制があいまいだったりすることが面接指導が十分に実施されていない原因だったりしないでしょうか。周知だ
けでなく、運用の流れを見直していただきたいと思います。過重労働からメンタル不調へ繋がることも多いと
感じていますので、未然に防ぐためにもしっかりと面接などをしていただきたいと思います。

○面接指導対象者･･･a
　・月の従事時間が100時間以上となった場合
　・直近２ヶ月間～６ヶ月間のいずれかの平均従事時間が80時間を
　　超えた場合
　・月の従事時間が80時間を超えた場合（本人の申出による）
　・校長・産業医（健康管理医含む）が必要と認めた場合
　※従事時間：正規の勤務時間を超えて従事した時間

○面接指導までの流れ･･･b
　①校長は教職員の従事時間の把握
　②校長は産業医と教職員の面談日程調整
　③産業医と教職員が面談
　④産業医から校長へ報告（面談結果・指導助言）
　⑤校長は必要に応じ執務環境改善
　※a・bについては「北海道立学校職員の過重労働による健康障害
　　防止対策取扱要領」による

○面接が十分に実施されていない主な原因
　・産業医との日程調整が厳しい場合がある
　・教職員が多忙で面接時間の都合がつかない
　・教職員の意識が希薄

○今後の対応
　・道教委では教職員に対し、過重労働による面接指導のリーフレット
　　を継続して配付するとともに、校長から更に教職員に対し、制度の
　　趣旨や必要性について理解を促進させ、指導強化を図ります。

○施策評価調書には、道教委から学校への働きかけのみが記載さ
れているが、実施率の向上のために、教職員への制度の趣旨の徹
底による理解促進についても必要であるため、「面接指導の実施
率」及び「教職員に対して制度の趣旨を徹底し理解促進を図るな
ど指導を強化する」ことを追記します。
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資料　１

44
18　学びのセーフティネッ
トの構築

(3)①(4)②　スクールカウンセラー等による相談体制の充実について、スクールカウンセラー配置校数は維持
されても、各学校数の配置時数は減少している所も少なくありません。多くのスクールカウンセラーが「働き
方改革」の流れとは逆行して、時間外労働をせざるを得ない状況に置かれています。予算等の問題もあると思
いますが、ご検討いただきたくお願い致します。

〇スクールカウンセラーの配置時数は、各学校の希望時数及び児童生徒数
等を勘案の上、決定しております。また、報酬等については、適正な支給
に取り組んでまいります。（平埜委員に直接説明し、了解済み）

－

45
18　学びのセーフティネッ
トの構築

(3)③D「子ども相談支援センター」での相談受付について。Cで「本年度内の就労や経済的支援に関する相談実
績はなし」とありますが、「進捗状況」では「引き続き就労を訴える相談者に就労支援センター等を案内す
る」とあり、齟齬があるように思いました。たとえば「就労の不安を訴える相談者には、就労支援センター等
を案内する」のように、記載していただけるとわかりやすくなるように思われます。また、「転学、中退」に
関する相談実績に関する記載があれば、より取組が伝わるように思いました。よろしくお願い致します。

○御指摘のとおり、進捗状況の表記を修正します。

○「転学、中退」に関する相談実績はありますが、子ども相談支援セン
ターでは「学業・進路」として集計しています。

○なお、令和６年度の子ども相談支援センターに寄せられた「学業・進
路」の相談件数（実件数）は74件です。

○進捗状況欄に、御指摘いただいた内容を反映します。

46
18　学びのセーフティネッ
トの構築

(4)②ヤングケアラー等に関する相談件数(児童・生徒へのカウンセリング、保護者援助、教職員へのコンサル
テーション)が、もしわかりましたら示して頂けた方が資料としてはよいのではないかと思いました。

○道教委が設置する、児童生徒を対象とした相談窓口では、様々な相談に
対応しており、ヤングケアラー等に関する相談件数に特化した集計資料は
ございません。（平埜委員に直接説明し、了解済み）

－

47
18　学びのセーフティネッ
トの構築

90ページの取組柱（４）の点数が空欄でしたが、間違いでしょうか。 ○記入漏れのため、記入いたします。
　記載内容の確認に努めます。

○記入漏れのため

48
18　学びのセーフティネッ
トの構築

88ページの２定量評価の道内公立高校の中途退学者のうち学校生活・学業不適応を理由とするものの進捗率が
９７．８％となっていますが、目標値よりも数値が少なくなっているので、この進捗率で良いのでしょうか？
（私の理解が間違えていたら申し訳ございません。）

○減少することを目標とする施策の進捗率については、道の「北海道総合
計画」に係る評価「基本評価調書」の評価方法に準じ、（実績値/目標値＊
100）の逆数により算出します。

○減少することを目標とする施策項目④の進捗率について修正す
る。
１／（実績値／目標値）＊100
＝目標値／実績値＊100
　26.8／26.2＊100＝102.3％

49
18　学びのセーフティネッ
トの構築

２　定量評価　「道内公立高校の中途退学者のうち、学校生活・学業不適応を理由とするものの割合」
　数値が低くなることを目標としています。令和５年度の基準値２６．８％に対して、実績値２６．２％と基
準値より低くなっていますが、進捗率が１００％を下回っていいのでしょうか。

○減少することを目標とする施策の進捗率については、道の「北海道総合
計画」に係る評価「基本評価調書」の評価方法に準じ、（実績値/目標値＊
100）の逆数により算出します。

○減少することを目標とする施策項目④の進捗率について修正す
る。
１／（実績値／目標値）＊100
＝目標値／実績値＊100
　26.8／26.2＊100＝102.3％

50
19　地域と学校の連携・協
働の推進

地域と学校の連携・協働の推進には、学びのコーディネーターである社会教育主事や社会教育士も関係してく
るのではないでしょうか。地域学校協働活動推進員や地域コーディネーター、地学協働アドバイザー等それぞ
れの立場役割が違うのか、目指すべきところは同じなのか、つながっていくものなのか、教えていただきたい
です。

○「地域学校協働活動推進員」は、社会教育法第９条の７ において、教育
委員会の施策に協力して、地域と学校との情報共有や活動を行う地域住民
等への助言などを行うもので、教育委員会が委嘱します。

○「地域コーディネーター」は、地域住民や学校との連絡調整を行う人材
です。

○「（北海道）地学協働アドバイザー」は、社会教育や学校教育に関する
専門的な知見や地域振興や地域創生に関して識見等を有する方を道教委が
委嘱し、各学校及び教育委員会の要請に応じて派遣するものです。

○いずれの立場も、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的
に推進するという目的で一致していると考えます。

－
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資料　１

51
19　地域と学校の連携・協
働の推進

取組の実績【D】の欄の数字等について、
・93ページ、取組の柱(2)の2段目3行目、(R5:78名→R6:10回、140名)、R5に回数の記載は必要ないのでしょう
か。

・学校教育において、今や地域と学校の連携・協働は欠かすことのできない重要なテーマであり、学校運営協
議会や地域学校協働活動は地域と共にある学校づくりのための大切な役割を果たしていると考えます。
　ですから地域学校協働活動推進員等を対象とする研修の実施や活動事例の発信・提供はたいへんありがたく
重要な取組だと思います。
　一方で、人口減少が進む地域では、地域コーディネーターや学校支援ボランティアの高齢化、人材不足と
いった課題も抱えていますが、そんな中でも子どもたちの健やかな成長のため積極的に学校の教育活動を支援
してくれる高齢のコーディネーターやボランティアの方々も少なくありません。
　可能であれば研修会場を全道各地（振興局ごと等）で行うことの検討、及び今後更なる成果の発信や情報提
供をお願いします。

○修正します。記載内容の確認に努めます。

○R７年度、地域学校協働活動推進員等を対象とする研修は、９回の開催予
定。内４回は道内各ブロック毎の開催となっている。また、オンライン研
修も積極的に実施し、参加者の利便性向上に努めています。

○実施後は、実施報告を当課発行の広報誌に掲載し、全市町村教委、道立
学校等への配布、道教委公式X及び公式noteへの投稿を通じて道民へ周知を
図っているところです。

○該当箇所を修正します。
R5：8回、78名

52
19　地域と学校の連携・協
働の推進

２　定量評価ー地域学校協働活動推進員等が学校運営協議会に参画している学校の割合（％）（小・中・高・
特）の評価点数が３点、それについての分析にある「地域学校協働活動推進員等の重要性の理解により、参画
している学校の割合が増えているが、地域学校協働活動推進員等に対する理解促進は引き続き、課題であ
る。」と書かれているが、これについては先ず、推進側である自治体の教育委員会の職員、学校教職員の理解
が足りない。せっかくCSを設置しても、その組織の機能や目的を十分に理解していないのでそれが問題であ
る。文科省から道教委そして各市町村の教育委員会へと推進されてきたCS（学校運営協議会制度）だが、その
制度自体がよく理解されていないから「地域学校協働活動推進員」等の役割がいかに重要であるか？がわから
ない。私はこの役目をする人が育たなければ、せっかくのCSも意味をなさない、名前だけのものになると思っ
ている。「地域学校協働活動員」等の理解だけではなく、改めてCSという制度を教育委員会職員、学校教職員
にも説明、理解してもらってからの地域学校協働活動員（つまりは地域コーディネーター）の理解と重要性の
認知ではないかと思う。そのための研修が必要であると考える。

○道教委では、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推
進に向け、行政職員、学校職員、地域学校協働活動推進員等を対象にした
研修会を開催しており、今後さらに理解が進むように引き続き取組を進め
ていきたいと考えております。

－

53
20　生涯学習・社会教育の
振興

私事ですが、昨年２月、社会教育士の称号を付与いただきました。社会教育主事や社会教育士が、地域や学校
での活動に関わっている事例を推進、広報の広がりを期待したい。中教審で地域コミュニティの基盤を支える
今後の社会教育の在り方と推進方策について審議されいる。社会教育が学びのコーディネーターとしての活躍
している姿を北海道から発信していけることが望ましい。

○市町村教育委員会や公民館などを通じて、ポスターやチラシを作成、配
付し、社会教育士の養成を行う社会教育主事講習を周知しました。現在学
校教員をはじめ、地域コーディネーター、PTA関係者、民間企業など、さま
ざまな分野から受講していただき、道内各地で社会教育士が活躍しており
ます。今後は、社会教育士の学びの場の提供やネットワークの構築に向け
た取組を進めてまいります。

－

54
21　安全・安心な教育環境
の構築

(5)次年度の取組の柱(3)についての要望です。学校さんによっては「学校の危機管理マニュアル」が校内で周
知徹底されていない、機能していない所があります。事後対応が迅速かつ正確に実施されなければ、傷は深く
なります。不幸な事故が起きないことを願ってやみませんが、予防的観点からも校内でより機能していくよ
う、今後も取組を促進してくださるよう、お願い致します。

○児童生徒の安全を確保するためには、危機管理における各教職員の役割
等を明確にするとともに、必要な事項について、全教職員が共通に理解す
ることが不可欠と考えています。

○全ての学校で危機管理マニュアルを作成していますが、不断の見直しを
行うとともに、校内研修等を通じてその内容を教職員が理解し対応できる
よう、引き続き、周知の徹底に努めてまいります。

－

55
21　安全・安心な教育環境
の構築

取組の柱（２）１日防災学校の取り組みは以前に比べると随分広がりを見せているようにも思うが、本来なら
ばこれらの防災教育はどの学校でもまんべんなく、毎年必ず実施してもいいくらいだが、地域によってかなり
温度差があり、熱心に取り組んでいる学校は限られているように思う。それは定量評価の防災訓練を実施して
いる学校の割合にも表れているだろう。
また、取組（３）の安全確保や災害体制の確立、危機管理マニュアルの不断の見通しについてだが、改めて教
職員の危機管理マニュアルを見直すように指導してほしい。災害時に子どもたちを安全に誘導すべき教員に
とって必要不可欠なことであると思う。（防災マスターとして学校に呼ばれた際に感じるのだが）一日防災学
校を実施していても教職員の取り組み方が真剣とはいいがたい。危機管理の意識も低い。これでは、子どもた
ちがどんなに防災教育を受けたとしても、果たして学校での安全性、防災・減災につながる行動ができるの
か？と不安になる。一日防災学校を導入する場合、教職員の意識向上のための何かを取り入れることも必要か
と思う。

○児童生徒の安全を確保するためには、危機管理における各教職員の役割
等を明確にするとともに、必要な事項について、全教職員が共通に理解す
ることが不可欠と考えています。

○全ての学校において危機管理マニュアルの見直しが行われ、また、一日
防災学校や避難訓練、校内研修等を通じてマニュアルの内容を教職員が理
解し対応できるよう、引き続き、周知の徹底に努めてまいります。

○また、教職員の意識向上を図るためには、平時における取組が重要と考
えていますので、校内研修等を通じたマニュアルの理解促進を図るととも
に、関係機関と連携した実践的な一日防災学校等の実施を促すなど、教職
員の意識向上に努めてまいります。

－

56 22　芸術文化活動の推進

「オンラインアート教室」事業がとても興味深いです。ICTの活用推進にも関連していると考えてもいいでしょ
うか？実施校は、小中対象ですか？進捗状況には、実施校が増加したとありますが、北海道の学校数に対して
の実施数と見ると、課題にも記載されているとおり、事業展開や広報の工夫が必要であると感じました。これ
は、芸術鑑賞機会の提供も同じ思いです。情操教育の充実に期待をしたいです。

○美術館と学校の端末を接続し学校端末画面をスクリーンに映す方法や障
がいにより座って画面を見られない児童生徒に対し個別の端末で接続する
方法などICTの活用推進に関連していると考えます。

○実施校につきましては、小・中・高・特別支援・義務教育学校などの公
立学校を対象としております。

－
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別紙 修正について


